
日中企業連携PJは，日本と中国の企業が知

的財産制度や実務等について実務レベルで意見

交換し，互いの情報を共有することにより，知

財意識を高めることを目的に，活動を行ってい

る。2004年度の活動として，2005年４月に，上

海市において中国専利保護協会との共催及び上

海市知識産権研究会の協力のもと，「第一回日

中企業連携・知財フォーラム」を開催し，日中

1 ．はじめに

企業約300名の参加があった。

2005年度は､さらに実務的に議論を深めるこ

とをねらいとして，日中企業の少数のメンバー

によるディスカッション形式の連携会議を上海

にて行った。テーマは営業秘密であった。

2006年度は，中国日本商会知識経済フォーラ

ムIPG（北京IPG）に所属する日本企業の皆様

の協力を得ながら，専利権及び商標権の分野に

おいて少数のメンバーによるディスカッション

形式の連携会議を北京にて行うこととした。

PJの活動については日中企業連携PJメンバ

ーを中心に活動すると共に，国際第３委員会が

中国における特許及び実用新案権に関する調

査・研究を行っていることから，当該委員会も

支援を行った。また，中国専利保護協会との共

催で，中国全土から知的財産権に関する活動を

活発に行っている企業に参加を募り，北京市に
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抄　録 日中企業連携PJの一環として，2006年11月８日北京市において，中国専利保護協会との
共催で，第一回北京日中企業知財連携会議を開催した（参加者は40数名，日本側13名，中国側28名強）。
テーマは日中企業における特許・実用新案・意匠・商標に関する管理，出願戦略，自社権利活用及び
他社権利対策である。午前は二つのグループに分かれて特許・実用新案・意匠・商標に関する管理体
制及び出願戦略についてのグループディスカッションを行い，午後は，特許・実用新案・意匠・商標
に関する自社権利活用及び他社権利対策について，午前と同様に二つのグループに分かれてのグルー
プディスカッションを行った。日中企業共に同じ知的財産権を扱う者として基本的には同様な考えの
下，管理，出願戦略，自社権利活用及び他社権利対策に対する活動が行われているが，環境上の相違
から詳細については若干の差がある点もみられ，互いに認識を深めることができた。

日 中 企 業 連 携 P J＊

第一回北京日中連携会議報告
――日中企業における特許・実用新案・意匠・商標に関する

管理，出願戦略，自社権利活用及び他社権利対策――

＊ 2006年度　Corporate Cooperation between Japan
and China PJ
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おいて第一回北京日中企業知財連携会議を開催

する運びとなった。

なお，2007年度も，中国専利保護協会との共

催で，中国企業とグループディスカッション形

式の連携会議を開催することを検討する予定で

ある。

日時：2006年11月８日（水）８時15分～18時

会場：天倫松鶴ホテル

主催：日本知的財産協会（JIPA），中国専利

保護協会（PPAC）

（1）日本側

竹本一志（PJリーダ，日本知的財産協会常

務理事，サントリー），浜田郷子（日本知的財

産協会）

Ａグループ：谷川正芳（グループリーダ，日

東電工），早木敬二（東陶機器），江端巌（クラ

レ），加藤秀司（本田技研工業），土田潤（第一

三共），濱宏行（ダイキン工業）

Ｂグループ：関章（PJサブリーダ兼グルー

プリーダ，松下電器産業），吉原利樹（東芝），

鎌倉容子（日立製作所），宮川博之（花王），

野辺龍介（松下電工），保坂政美（三菱電機）

（2）中国側

胡佐超（中国専利保護協会秘書長）

Ａグループ：云 友（伊利集団）， 国基

（洪都航空），耿文 （正大天晴製薬），韓 雪

（華北製薬集団有限公司）， 永 （天津天士力

集団）

Ｂグループ：宋柳平（華為技術社），邵通

（南京易思克），李俊（中興通訊），王 霞

（格 仕），王活涛（騰訊公司）， 利 （大唐

2．2 参 加 者

2．1 開催日時，会場

2 ．プログラムと参加者

微電子）

その他の参加者は，通訳，中国専利保護協会

関係者などである。

（1）胡佐超中国専利保護協会秘書長

第一回北京日中企業知財連携会議を開始する

にあたり，中国専利保護協会を代表して，日本

知的財産協会を心より歓迎する。中国専利保護

協会と日本知的財産協会の関係は長いが，１）

北京において企業間で知財関連の会議を行う

点，及び２）フェイスツゥフェイスの形式によ

るディスカッション形式で行うという２つの点

において今回の会議は新しい取り組みである。

より長い時間とより多い機会を活用して議論

を掘り下げ，幅広く討論できればと思う。中日

両国は隣人であり，貿易，社会などさまざまな

点で関係があり，このような交流が重要である。

このようなチャンスを活用して，遠慮せず質疑

を行い，会議を進めて欲しい。コミュニケーシ

ョンの更なる進展を期待する。

（2）竹本一志日本知的財産協会常務理事

日本知的財産協会を代表し，第一回北京日中

（中日）企業知財連携会議を此処に開催するこ

とができたことを，大変嬉しく思う。

事業活動における競争環境が，グローバルな

規模で激化する中で，企業が競争力を維持，強

化していくためには，知的財産の保護の強化が

益々重要となっており，様々なテーマが議論さ

れている。

かかる状況の下，権利行使を議論することは，

権利の取得に始まり，権利の活用，また，他社

権利への対策も検討することになり，知的財産

制度を網羅するものであり，意義深いものであ

る。そこで，本日は，あえて広い論点を有する

3．1 挨　　拶

3 ．会議の概要
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「権利行使の在り方」をテーマに各論点を議論

いただくことにした。

参加者の積極的な参画により，本会議が成功

することを祈念する。

（1）管理体制

日中企業の共通点としては，グループ会社を

有する企業が多いことである。そして，グルー

プ会社を親会社が管理するという管理体制，い

わゆる集中管理をとっている企業が多いことで

ある。なお，企業の規模が小さいところは柔軟

な対応をとっていることも共通点の一つである。

日本企業が感じた日中企業との相違点として

は，知的財産に関する職能と法務その他の職能

を兼任する兼任者の数が，日本企業に比べて，

中国企業の方が多い点と，組織の上下関係が多

い点である。すなわち，社長がいて，センター

があり，知財担当者がいる。中国企業が感じた

日中企業の相違点としては，日本企業は組織的

で，専門の担当者を配置している点，担当者に

技術出身が多い点である。

さらに，中国企業に比べて日本企業の方が，

知的財産部門と技術部門の連携が重視されてい

ると感じていた。特にＡグループにおいては，

日本企業では，特許の調査をはじめとして知財

業務に技術者も関わって協同で推進しているの

3．2 グループディスカッション

に対し，中国企業は，研究開発業務と知財業務

とは縦割りで独立して行われているとの印象を

得た。

つぎに，日本企業においては知的財産の会社

における位置づけが高いということである。知

的財産部門は，必要に応じて，会社の意思決定

まで参画する場合がある。中国企業ではそこま

で至っていない。また，日本企業では，知的財

産に関する管理のフォローがスムーズで整備さ

れていることを相違点として感じていた。

（2）出願戦略

日中企業の共通点としては，特許出願を重要

視していることが挙げられる。

日中企業の相違点としては，技術開発の成果

を特許として保護するのかノウハウとするの

か，その取り扱いを重要視している中国企業が

日本企業に比べて多いことである。

中国企業において，総特許権数に対する特許

発明を実施している特許権数の割合（以下，自

社実施率という）が高いことから，自社が実施

しているか否かで選別して出願しているという

印象をうけた。

中国企業が感じた日中企業の相違点として

は，日本企業は特許出願する際に調査を重視し

ている。さらに，営業秘密による保護よりも特

許による保護に重きをおいている。

また，製造国，販売国のみならず，模倣品の

出ている国に対しても出願を行っている。

さらに，知的財産のポートフォリオ，ファミ

リーパテントを有効に活用している。

最後に，知的財産について戦略的に出願を行

っており，これが，会社の事業戦略のベースに

なっている。この点は日中企業間の違いが明ら

かになっていると感じていた。

また，中国側から，中国企業において特許出

願はあくまで研究開発の結果として行っている

が，日本企業では知的財産を財産権として把握
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し，知的財産戦略を踏まえた企業の経営戦略が，

会社全体に浸透していると印象を持ったとの意

見があった。

Ａグループにおいては，中国政府が技術力強

化策の一環として研究開発のために企業に補助

金を出しており，そのための企業選定としての

企業評価を第三者機関にて出願件数等を基に行

っている背景から，企業評価向上を出願の目的

の一つとしているケースもあった。

Ｂグループにおいては，日中企業双方とも標

準化技術について非常に強い関心を持ってい

た。ここで，会議を通じて，技術者の流出につ

いては，日中企業共通の問題であると認識でき

た。しかし，双方，完全な解決策がない現状で

あることも確認できた。更に，中国企業は，退

職時の契約を確実に交わすようにしている。

日本企業は標準化技術に注力すると共に差別

化技術にも注力している一方で，中国企業は標

準化技術に重点をおいて特許出願を強化してい

るようである。なお，中国企業における標準化

技術に関する特許出願は中国出願が殆どで外国

出願は少ないようである。

（3）自社の権利活用

日中企業の共通点としては，自社事業の保護

を一つの目的としている点である。

日本企業が感じた日中企業の相違点として

は，中国企業は自社実施率が高く，他社へ自社

の特許権をライセンスすることは少ない。従っ

て，自社で権利を活用することが多いというこ

とである。なお，業種，事業分野により状況が

異なるものと思われるが，Ａグループにおいて

は，中国企業は自社権利を他社に対して行使す

ること自体殆ど経験がないような印象を受けた。

中国企業が感じた日中企業の相違点として

は，日本企業は知的財産活用について，経営の

保護に重点を置き，他社への対策を優先してい

ることである。

さらに，日本企業では調査，他社特許のウォ

ッチングが重視され，この活動が日頃行われて

いることに感心した。研究開発の前段階のみな

らず，いつも行われており，調査，他社特許の

ウォッチングアウトソーシングの利用もすすん

でいると感じた。

また，知的財産権に関しては，会社の親会社

に所属するケースが多く，子会社の使用はライ

センス契約によっている点が特徴的と感じた。

また，意匠・商標については，知的財産が注

目されている中で，ブランドが重要であるとの

認識を日中企業間で共有できた。

（4）他社権利対策

日中企業の共通点としては，他社権利を尊重

することと，他社権利の調査を重視しているこ

とである。また，万一，係争発生の場合，まず

とる措置は，交渉・和解であることである。

日本企業が感じた日中企業の相違点として

は，中国企業は他社から権利譲渡を受け，技術

を導入することが日本企業に比べて多いという

印象であった。

中国企業が感じた日中企業の相違点として

は，日本企業は一般的にサーチ，ウォッチング

は重視しているが，その段階で，他社の抵触権

利が発見されれば，開発回避もありうる。この

スキームが企業の経営者の意思決定につながっ

978 知　財　管　理　Vol. 57 No. 6 2007

※本文の複製、転載、改変、再配布を禁止します。



ているということであり，権利侵害の恐れはす

ばやく発見できるという体制になっている点で

ある。

他社権利対策における，他社の特許権評価の

体制・仕組みについては，非常に活発な意見交

換が行われた。特に中国企業から他社の特許評

価の体制に関する質問が多数あり，中国企業が

興味を持っていることがうかがわれた。なお，

Ａグループにおいては，中国企業の特許調査の

主な目的は，他社権利の回避のためであると思

われるが，技術情報を収集し，自社の研究開発

に活用するという側面もあるようにも思われ

た。

（5）その他

来年度の北京日中企業知財連携会議を検討す

るにあたり，日中企業において若干の意見交換

を行った。

まず，知的財産に係わる人材の育成について

は日中企業双方が問題と認識している。特に，

中国企業はこの問題，すなわち日本企業がどの

ような教育体制で人材育成を行っているかにつ

いて非常に興味があるようであった。

また，ブランドの模倣問題についても今回，

多く時間を取って議論できなかったため，再度

議論したいとの要望が中国企業からあった。

さらに，職務発明，他社の特許力の評価，退

職時の契約についても，さらなる意見交換を望

む声があった。

各グループリーダからグループで行われた議

論の結果が報告され，その後，竹本一志日本知

的財産協会常務理事からの講評および胡佐超中

国専利保護協会秘書長からの講評及び閉会の辞

があった。

（1）竹本一志日本知的財産協会常務理事の講

評

それぞれのグループをみたところ，真摯に親

密に議論されているので，今回は実り有る会議

だったと思う。また，同じ論点をＡＢに分かれ

て議論したが，異なった内容がでてきている。

それぞれ，突っ込んだ議論ができたということ

と考える。

午前の管理体制及び出願戦略については，日

中両国企業とも知的財産部門の責任の重さが増

して来ているということだと思う。中国企業の

グループリーダから出願戦略の違いについて語

っていただいた。今回の日本企業は日本を代表

する企業であり，知的財産についての詳しい話

ができたと思う。

つぎに，午後の自社権利活用，他社権利活用

については，当初，このテーマは論点が絞られ

ていると思っていた。中国の現場責任者の話は，

人材の育成や技術流出など幅広い議論となっ

た。そのため，多くの論点が議論され，有意義

であった。

本日は，この活動の重要性を再認識すること

ができた。議論の進め方で同じ言葉が異なる意

味になって現れているということが起こる。こ

れはこのような活動の継続で解決されると思

う。本日，議論できなかった点はアンケートに

記入しレセプション会場へ持参してほしい。み

なさんの意見を頂いて，PPACとの今後の活動

3．3 グループ発表・講評・閉会の辞

979知　財　管　理　Vol. 57 No. 6 2007

※本文の複製、転載、改変、再配布を禁止します。



につなげていきたい。

（2）胡佐超中国専利保護協会秘書長の講評及

び閉会の辞

概略としてＡグループがマクロ，Ｂグループ

が実務的な視点からの討論になったと思う。参

加企業のみなさんが実務者なので，このような

突っ込んだ議論をすることでさまざまな共通認

識，さまざまな違い，解決すべき課題が認識さ

れたことが今回の成果だと思う。今回の討論を

拝聴して，知的財産権が企業にとって，ひとつ

の方法だけではなく政策決定に影響するもので

あることがわかった。政策決定の視点からの議

論であればなかなかオープンにならない議論に

もなるだろう。しかし方法の視点からみれば，

議論しやすく意見交換しやすくなるのではない

かと考える。おそらく日中企業双方ともこの会

議を通してさまざまな得るものがあったのでは

ないかと考える。日中企業双方にとって情報交

換できるプラットフォームを提供できるように

したい。今日の会議の成果について，参加者の

みなさんだけの成果とせず，参加されていない

企業にも伝えることができればよいと思う。

今回は初めての北京における日中企業が連携

して行う会議であり，前回の成功を収めた上海

における第一回上海日中企業連携会議の形式に

習い，終日，グループディスカッション形式に

より会議を進めた。テーマの内容は「日中企業

における特許・実用新案・意匠・商標に関する

管理，出願戦略，自社権利活用及び他社権利対

策」と幅広く，また，出願戦略，自社権利活用

及び他社権利対策という各社において重要な情

報だけに，当初，活発な議論ができるか危惧さ

4 ．おわりに

れていた。

しかし，会議が始まると，そのような心配も

霧散し，逆に議論が活発に行われるため議論の

時間をどのように確保するかを心配しなければ

ならなかった。

グループディスカッションにおいては特許，

実用新案，意匠，商標に関して幅広く自由な意

見交換がなされた。現在の中国知的財産の問題

点を抽出でき，日本企業にとって大きな成果と

なった。

今年度は，前回の上海での会合に続き，無事

成功を収めることができ，今後の北京における

連携方法の一つの形が構築されたといえるので

はないだろうか。今回の会議は，日中双方胸襟

を開いて議論することができた。そして，更に

議論したいことも残った。今後ももっと交流を

深めて，共通認識がもてたらよいと感じる。今

後の日本産業を考えると中国は大事なパートナ

ーであり，さらに互いの理解を深めるために今

後も本会議を日中企業の連携を深めるプラット

フォームとして，継続させていきたいと思う。

2007年度も新メンバーによる日中企業連携PJ

において，すばらしい活動が行われることを期

待したい。

（原稿受領日　2007年４月17日）
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